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まち・ひと・しごと創生総合戦略における 

総務省の主な施策(1/2)  

 

Ⅰ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 
 

(1) 地域産業の競争力強化 

・｢ローカル 10,000 プロジェクト｣の推進 ・分散型エネルギーの推進 

・自治体とジェトロ等との連携 

・観光地域づくり、ローカル版クールジャパンの推進 

(公衆無線ＬＡＮ、放送コンテンツの海外展開)   等 

 

(2) ICT等の利活用による地域の活性化等 

・医療･教育･雇用･行政・農業など幅広い分野での ICTの利活用の推進 

・Wi-Fi、高速モバイル･ブロードバンド等の地域の通信･放送環境整備 

・放送コンテンツの海外展開(再掲) 

・統計オープンデータの高度化の推進(地域経済雇用戦略の策定支援) 等 

 

 

Ⅱ 地方への新しいひとの流れをつくる 
 

(1) 地方移住の推進､地方拠点機能強化､地方採用・就労拡大の推進 

・「全国移住ナビ（仮称）」の整備 

・「全国移住促進センター(仮称)」の開設 

・自治体による移住関連情報の提供や相談支援等への地方財政措置 

・遠隔勤務(サテライトオフィス･テレワーク)の促進 

・「地域おこし協力隊」と「田舎で働き隊」の統合拡充 

 

(2) 地方大学等の活性化 

・地元学生定着促進プラン(奨学金の活用､自治体と大学等との連携) 
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まち・ひと・しごと創生総合戦略における 

総務省の主な施策(2/2) 

 

Ⅲ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する  
 

(1) 「小さな拠点」(多世代交流・多機能型拠点)の形成 

・集落ネットワーク圏の形成 

・医療･教育･雇用･行政・農業など幅広い分野での ICT の利活用の推進（再掲）  

・地域の通信･放送環境の整備(再掲)   等 

 

(2) 既存ストックのマネジメント強化 

・自治体の空き家対策への地方財政措置 

・公共施設等総合管理計画の策定促進等 

 

(3) 地域連携による経済・生活圏の形成  

・連携中枢都市圏の形成の促進 

・定住自立圏の形成の促進 

 

(4) 住民が地域防災の担い手となる環境の確保 

・消防団等の充実強化 

・G空間防災システムとＬアラートの普及展開 

 

 

Ⅳ 地方税財政 

 
(1) 地域間の税源の偏在是正等の地方法人課税改革の推進 

ふるさと納税の拡充 

 

(2) 地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮できるようにするため

の地方財政措置 


